
（平成２３年１１月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 3 件

年金記録確認山形地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山形厚生年金 事案 1345 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る

記録を昭和 63年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 19万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、昭和 54 年４月２日にＡ社に入社して以来、転勤はしたものの現在

まで継続して勤務し、給与から厚生年金保険料が控除されており、申立期間

について厚生年金保険に未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社からの回答により、申立人は、同社に継続して

勤務し（昭和 63年４月１日にＡ社Ｂ工場からＡ社に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る昭和 63 年２月の

社会保険事務所（当時）の記録から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失

日を昭和 63 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを

同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



山形厚生年金 事案 1346 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 62年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 8,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年９月１日から同年 12月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 62年９月１日から勤務しており、申立期間について厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間当時の給料支払明細書により、申立人は、Ａ

社に昭和 62 年９月１日から勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 62

年 12 月の厚生年金保険被保険者原票及び給料支払明細書において確認できる

厚生年金保険料の控除額から、９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

山形国民年金 事案 401 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年７月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年７月 

私は、会社を退職後すぐに国民年金と国民健康保険の加入手続を同時に

行い、退職翌月の平成８年８月には申立期間の国民年金保険料を銀行で納

付したので、申立期間について、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、退職後すぐに国民年金と国民健康保険の加入手続を同時に行っ

たと述べているところ、Ａ市の記録によれば、申立期間は国民健康保険に加

入していなかったことが確認できる。 

また、オンライン記録によれば、申立期間は、基礎年金番号制度が導入さ

れた平成９年１月時点では未加入期間であったことが確認できることから、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする８年８月に納付書は発

行されず、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付することができなか

ったものと考えられる。 

さらに、戸籍の附票によると、申立人は昭和 59 年２月以降、現住所に居住

していることが確認でき、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民

年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

山形国民年金 事案 402 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年 10 月から 47 年３月までの期間及び 50 年８月から同年

10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年 10月から 47年３月まで 

② 昭和 50年８月から同年 10月まで 

申立期間の国民年金保険料は、私の父が納付していたはずであり、国民

年金に未加入とされていることに納得がいかないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳、申立人に係る特殊台帳、オンライン記録及び

Ａ市が作成した国民年金被保険者得喪・納付記録書には、いずれも、申立人

が昭和 52 年 10 月 16 日に国民年金被保険者資格を取得した旨の記録があり、

申立期間は未加入期間として処理されていることが確認できることから、国

民年金保険料の納付書は発行されず、申立人は、申立期間の国民年金保険料

を納付することはできなかったものと考えられる上、別の国民年金手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料

の納付に関与しておらず、申立人に代わって加入手続及び国民年金保険料の

納付を行っていたとする申立人の父は既に亡くなっていることから、当時の

具体的な状況を確認することができない。 

さらに、申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年

金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

山形国民年金 事案 403 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年２月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年２月から同年５月まで 

申立期間の国民年金保険料は、父が納付してくれたと思うので、申立期

間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳、申立人に係る特殊台帳、オンライン記録及び

Ａ市が作成した国民年金被保険者名簿には、いずれも、申立人が昭和 53 年

２月 15 日に国民年金被保険者資格を取得した旨の記録があり、申立期間は

未加入期間として処理されていることが確認できることから、国民年金保険

料の納付書は発行されず、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付する

ことはできなかったものと考えられる上、別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料

の納付に関与しておらず、申立人に代わって加入手続及び国民年金保険料の

納付を行っていたとする申立人の父は既に亡くなっていることから、当時の

具体的な状況を確認することができない。 

さらに、申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年

金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 


